寝たきり老人ゼロ作戦支援訪問指導事業の老人医療費に与える影響分析

Ａ．目的

　近年，急速な人口の高齢化に伴う老人問題は，わが国においては寝たきり問題としても重要な問題となっている。また，疾病構造の変化，医学・医療の進歩あるいは国民の健康意識の変容などに伴う老人医療費の高騰も，２１世紀の少子・高齢社会における重要な問題となってきている。

　そのため，従来から老人保健法よる健康診査事業や訪問指導事業あるいは新ゴールドプランによる寝たきり老人ゼロ作戦など数々の保健福祉政策が実施されているものの，保健・福祉サービスがどの程度老人医療費の適正化に影響するのかは未だ明らかにされていないのが実状である。

　そこで，本研究事業は老人医療費の適正化対策および今後における市町村の効果的な保健・福祉サービスの実施に資する目的で，平成10年度在宅ケア推進事業「寝たきり老人ゼロ作戦支援訪問調査・指導事業の老人医療費に与える影響分析」の継続事業として，老人医療費調査および訪問指導の個人記録票調査によって「老人の疾患と医療費との関連研究」，「老人の訪問指導に関する研究」，「老人の訪問指導と医療費との関連研究」を実施し，訪問指導が老人医療費に与える影響を明らかにした。

Ｂ．方法

１．訪問指導の個人記録票調査

　平成10年度寝たきり老人ゼロ作戦支援訪問事業で対象とした宮城県，山形県，石川県，静岡県，三重県，滋賀県，岡山県，福岡県，佐賀県，大分県，沖縄県の11県98市町村在住の65才以上住民の訪問指導記録票延べ5,911件（実人員5,843人）を調査対象とした。（訪問指導実施期間は平成10年10月1日から平成11年2月末日）

　調査項目は，訪問保健婦が訪問指導した後に記載した，記録票記載の県名，市町村名，性，生年月日，訪問月日，訪問理由，指導内容，指導報告などとした。なお，訪問理由，指導内容，指導報告などの記述内容は，その内容からコード化した。

２．老人医療費調査

1）訪問指導事業の老人医療費への影響を分析するために， 上記1．の訪問指導の個人記録票調査対象者の老人医療費を，各県の国民健康保険団体連合会の電算レセプトデータから抽出した。抽出項目は県，市町村，性，生年月日，診療年月，主傷病名（社会保険表章用119項目疾病分類），点数，日数とし，対象者毎に訪問指導実施月を挟む1年分（平成10年7月1日から平成11年6月30日）の個人医療費を抽出した。

 その結果，レセプト総件数は126,328件となったが，このうち訪問指導記録票の記載不備の見られたもの，訪問したものの対象者の死亡あるいは入院・入所が報告されているものなどを除いてリンクしたところ，最終的に4,282人，107,277件のレセプトデータを用いることとなった。

2）なお，訪問指導実施月のレセプトは訪問前のレセプトとし，訪問実施月の翌月以降のレセプトを訪問後のレセプトとして分析した。そのため訪問指導が複数月になった者については，訪問指導前と後の間のレセプトを集計対象外とした。

3)　また，主傷病別医療費分析は，件数の多かった上位10傷病をとりあげて検討した。

Ｃ．結果と考察

1．訪問指導内容別指導件数（表1）

 調査票記載の訪問指導内容を分類・集計したところ，「2.日常生活指導」に分類された「日常生活の指導」1,293件(23.9%)や「転倒防止」1,198件(22.1%)が多く，また「3.生活習慣病の予防」に分類された「食事指導」2,650件(49.0%)，「運動指導」1,280件(23.7%)などが多かった。

 すなわち，本調査で対象となった65歳以上の高齢者に対しては、寝たきりの主要原因である骨折につながる転倒の防止や脳卒中，糖尿病などの生活習慣病予防として食事指導，運動指導など日常生活の改善に重点をおいた訪問指導を中心として実施されていることが明らかとなった。

 また，「6.諸制度の活用」に分類された「介護・保健・福祉支援サービスについて」1，221件(22.6%)なども多かったことから，諸制度が住民に十分に浸透していないことがうかがえ，今後住民への周知徹底方法の工夫・改善の必要性が示唆されたと考える。

 なお，訪問指導内容としては要介護者に対する家庭でのリハビリ指導，疾患や服薬の指導，精神面への指導などから，介護者に対する看護方法の指導や健康管理の指導まで多種の内容を指導していることから保健婦としての質の確保が，訪問指導の効果的な推進のために重要であることが示唆された。

２．訪問指導前後の医療費比較（表２）

 全体と多受診者（1か月に3か所以上の医療機関を受診した者）に注目して訪問指導前後の医療費を比較したところ，1月当り点数は全体で-111点，多受診者で-472点の減少傾向がみられた。

 また，この1月当り点数（＝1月当り件数×1件当り点数）の構成要素である１月当り件数（注；1か月間に受療した医療機関数）と１件当り点数を検討した。その結果，１月当り件数は全体で-0.05件，多受診者で-0.32件の減少傾向がみられ，１件当り点数は全体で-9点の減少傾向がみられた。

 そこで，さらに１件当り点数（＝1件当り日数×1日当り点数）の構成要素である１件当り日数（注；1医療機関への通院回数）と１日当り点数を検討した。その結果，１件当り日数は全体で-0.10日，多受診者で-0.14日の減少傾向がみられた。

 すなわち，訪問指導は1か月間に受療した医療機関数の減少と１か所の医療機関への頻回受診の減少などに効果があり，全体で1か月の点数の３％減，多受診者に対しては８％減など特に大きな効果が期待できることが示唆された。
３．訪問指導内容別医療費分析（図１）

1）1月当り点数

 訪問指導後の１月当り点数は，「疾病と治療の理解」-112.9点，「日常生活指導」-60.6点，「生活習慣病の予防」-108.0点，「痴呆老人の指導」-637.5点，「家族指導」-205点，「諸制度の活用」-189.9点ですべての内容において減少傾向がみられ，特に「痴呆老人の指導」の減少幅が大きかった。

2）１月当り件数

 訪問指導後の１月当り件数は，「疾病と治療の理解」-0.06件，「日常生活指導」-0.04件，「生活習慣病の予防」-0.04件，「痴呆老人の指導」-0.07件，「家族指導」-0.09件，「諸制度の活用」-0.06件ですべての内容においてわずかではあるが減少傾向がみられた。

3）１件当り点数

 訪問指導後の１件当り点数は，「疾病と治療の理解」-12.7点，「日常生活指導」-0.2点，「生活習慣病の予防」-22.3点，「痴呆老人の指導」-146.1点，「家族指導」-62.3点，「諸制度の活用」-32.6点のすべての内容において減少傾向がみられ，特に「痴呆老人の指導」の減少幅が大きかった。

4）１件当り日数

  訪問指導後の１件当り日数は，「疾病と治療の理解」-0.13日，「日常生活指導」-0.09日，「生活習慣病の予防」-0.11日，「痴呆老人の指導」-0.18日，「家族指導」-0.17日，「諸制度の活用」-0.15日のすべての内容においてわずかではあるが減少傾向がみられた。

5）１日当り点数

  訪問指導後の１日当り点数は，「日常生活指導」-7.4点，「痴呆老人の指導」-46.3点の内容において減少傾向がみられた。

　以上，訪問指導の内容別に検討した結果，すべての訪問指導において１月当り点数，１月当り件数，１件当り点数および１件当り日数に減少傾向がみられ，特に「痴呆老人の指導」の１月当り点数および１件当り点数において減少幅が大きかった。

 すなわち，痴呆老人に対する相談や適切な指導は，病状の正確な訴えが困難であろう痴呆老人の不必要な受診の是正あるいは受療機会の遅れから疾患が重篤になることを予防する効果もあるのか，老人医療費の適正化に寄与することを示唆するものと考えられた。

４．主傷病別医療費分析（図２）
1）1月当り点数

 高血圧性疾患-76.4点，糖尿病-244.4点，虚血性心疾患-193.6点，白内障-247.4点，その他心疾患-60.8点において訪問指導後に１月当り点数の減少傾向がみられ，特に糖尿病，白内障において減少幅が大きかった。

2）１月当り件数

 高血圧性疾患-0.02件，脳梗塞-0.01件，糖尿病-0.04件，虚血性心疾患-0.03件，白内障-0.02件，その他心疾患-0.07件においてわずかではあるが訪問指導後に１月当り件数の減少傾向がみられた。

3）１件当り点数

 糖尿病-144.9点，虚血性心疾患-57.5点，白内障-117.6点，その他眼疾患-7.9点，屈折・調節障害-100.1点，脊椎障害-167.3点において訪問指導後に１件当り点数の減少傾向がみられ，特に糖尿病，脊椎障害において減少幅が大きかった。

4）１件当り日数

 高血圧性疾患-0.06日，糖尿病-0.25日，虚血性心疾患-0.09日，白内障-0.08日，その他心疾患-0.06日，その他眼疾患-0.06日，屈折・調節障害-0.08日，脊椎障害-0.03日においてわずかではあるが訪問指導後に１件当り日数の減少傾向がみられた。なお，特に糖尿病においては比較的減少幅が大きかった。

5）１日当り点数

 高血圧性疾患-0.5点，虚血性心疾患-62.3点，白内障-26.1点，脊椎障害-3.0点において訪問指導後に１日当り点数の減少傾向がみられた。

 以上，主傷病別に検討した結果，高血圧性疾患，糖尿病，虚血性心疾患，白内障およびその他心疾患で，訪問指導後に1か月当り点数の減少傾向がみられ，特に糖尿病，白内障において減少幅が大きいことが明らかとなった。

 また，これらの傷病ではいずれも１月当り件数および１件当り日数の減少傾向がみられていることから，これら傷病に対する訪問指導は，特に1か月間に受療した医療機関数の減少と１か所の医療機関への頻回受診の減少に伴う老人医療費の適正化に効果があることを示すものと考えられた。
Ｄ．まとめ

 本研究事業の結果，従来から老人病，生活習慣病として知られており，健康日本21においても注目されている疾患を抱える者に対する「日常生活指導」，「生活習慣病の予防」あるいは「痴呆老人の指導」のための訪問指導や多受診者に対する訪問指導は，高齢者の健康増進ばかりでなく老人医療費の適正化にも大きな効果をあげるであろうことが推察された。

 したがって，今後，地域においては高齢者を十分にアセスメントした上でヘルスプランを作成し，そのヘルスプランに基づいて重点的に訪問指導を実施することが，老人医療費の適正化あるいは要援護高齢者の減少と自立の向上に基づく介護保険の安定的運営にも大きく寄与することを示唆するものと考えられた。

以上
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